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に対し、公共交通のオプション価値では、利用者と
潜在的利用者の将来の先物需要としての利用可能性
を評価しなければならないから、市場を通じてあら
かじめその価格や数量を把握することができない。
市場機構が存在しない場合、このような価値を評
価する方法としては、顕示選好法(revealed
preferences)と表明選好法(statedpreference)の
2つがあげられる。前者は人々の経済行動から得ら
れるデータをもとに間接的に価値を評価する手法
で、代替法、トラベルコスト法、ヘドニック法など
がある。後者は、被験者に価値を尋ね、その回答結
果をもとに価値を評価する方法である。具体的には、
仮想評価法、仮想ランキング法、コンジョイント分
析などである。
本調査では仮想評価法に基づき、オプション価値
の推計を試みることにした。その理由は第1に、代
替法、トラベルコスト法、ヘドニック法による評価
では適用範囲が限定され、しかも、地域的特性によ
る誤差や制約が大きいからである。第2に、仮想評
価法は公共交通を含め幅広い財、サービスについて
適用可能で、比較的容易に評価に関わる情報を得る
ことができるからである。
ところで、仮想評価法は、被験者からデータを直
接収集することから、データをとる際のシナリオの
設定やその伝達手法によっては様々なバイアスが生
じるおそれがある。このようなバイアスを回避す
るためには、将来の公共交通を取り巻く経営環境の
変化やその不確実性について、また、将来という言
葉が指す時期や期間に関し、利用者と支援を行う行
政、あるいは、実際にサービスを提供する事業者の
3者間に共通の認識が形成されていることが前提と
なる。本調査では、被験者からデータを徴収する前
に、珠洲市役所企画課職員とシナリオの伝達内容や
伝達手法について数回に及ぶ打ち合わせを行い、最
終的には沿線住民の誰もが理解できるシナリオを作
成した。
では、仮想評価法によって得なければならない
データとは何か。それは下記の通りに整理できる。
・現在のダイヤがそのまま維持される状況兀z、減
便兀2される、廃止される〃3という3つの状況
刀／を想定した上で、今後、将来の一定期間にわ
たって現在の便数・ダイヤで確実にサービスを受
けるための最大支払い意思額（オプション価格：
④
OP)
・3つの状況〃／において期待消費者余剰(CS/)を
導出するための供給に対する主観的確率（なお、
〃Z+汀2+兀3=z)
･減便回避のための支払い意思額("'TP2)
・廃止回避のための支払い意思額(WTPz)
以上の4つの情報を各世帯へのアンケートによっ
て収集し、次の式によってオプション価値O〃を導
出する。
oJ/=oP-('-,z!)〃YH十(0-"2)"'TR+(0-,r3)o}
＝oP－(1－〃,)･"7R+汀｡･JwR
ただし、〃魂＝〃7W-"7R
4．木の浦線の現状とアンケートの方法
本調査で調査対象とする木の浦線は、市内の主要
バスターミナルである｢能登飯田｣～｢正院｣～｢蛸島」
～「粟津」～「狼煙」～「木の浦」の県道12号線、
および28号線の主要道路を走行する本線ルートと
途中「正院」から県道52号線に入り、「折戸」で本
線ルートに合流する東山中ルートの2つがある（図
3参照)。前者は、「鵜飼駅前」～「木の浦」間を1
日6便運行し、朝（～9:00)、日中、夕方・夜間
(17:00～）にそれぞれ2便ずつダイヤが設定され
ている。後者は､2007年までは「能登飯田」～「木
の浦」間を朝or日中1便．夕方・夜間1便の往復
2便の割合で運行していたが（ただし､火･金は3便・
土日祝日は1便)、以降は往復1便に削減されてい
る。利用者は本線ルートと東山中ルートの2つを含
め2002年度の7万人をピークに年々減少し、
2011年度の補助金交付額は1,000万円を超え、市
内バス8路線のなかでは最も多い数字を記録してい
る。
アンケートは木の浦線東山中ルートの正院町飯塚
東地区30世帯、同西地区26世帯、同岡田地区35
世帯、および東山中地区30世帯の合計121世帯を
対象に実施された。ここでは、回収率を向上させる
ために、いったん珠洲市企画財政課を経由した後、
市の担当者から各地区の区長に手渡し、区長から各
世帯に配布して頂く方法をとった。
アンケートの回答期限は2014年3月20日～31
日までの11日間で、記入済みの調査票については、
各世帯からそのまま区長に返却され、区長が期日ま
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